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＜ご提案内容＞

◼現地支援型ふるさと納税の寄付額アップのシナリオ

◼運用手法の比較

◼現地支援型ふるさと納税のオペレーションフロー図

◼運用実績

◼支援企業概要

運用方法の御提案 「現地支援型ふるさと納税」について

今、求められているふるさと納税は、寄附額向上だけではなく、
現地支援型の商品開発と、商品ブランド力の向上が必須

➡「現地支援型ふるさと納税」の導入をご提案
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「現地支援型」ふるさと納税納税 「地域事業者の密着支援」と「緻密な寄付額UPシナリオ」

②運用体制の見直し①ポータルサイトリニューアルで寄附UP

③商品開発 ＆ 送料コスト削減 ④ポータルサイトの最適化

➡ 寄付額UP・運用コスト削減・地域事業者満足度UPを同時に実現
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◼ 運用手法の比較

提案コンセプト 今後必要とされる運用体制とは

外部委託 自治体（役場）運用 現地支援型運用

ﾚｯﾄﾞﾎｰｽ、JTB、さとふる等 役場職員、臨時職員 地域商社、観光協会、商工会等運用主体

納税額の8%～12% 役場職員と臨時職員の人件費 納納税額の8%～10%程度コスト

役場業務負荷低減 コスト圧縮 寄付額ＵＰ，地域団体財源化最大のメリット

なし なし 2％～4％程度地域への経済効果

△（寄付横ばい） ×（寄付減少） ◎（寄付増加）寄付額ＵＰ効果

× × ◎（商品開発）事業者発掘・強化

【メリット】
役場業務負荷の低減

【デメリット】
高い運用コスト

寄付額、ノウハウの域外流出
寄付額の伸び悩み

【メリット】
寄付額の域外流出防止
運用コストの低減

【デメリット】
寄付額の伸び悩み
役場担当者の負荷増

【メリット】
寄付額の域外流出の最少化

ノウハウの地域定着
寄付額の大幅ＵＰ
役場業務負荷の低減

【デメリット】
運用コスト

メリット
・

デメリット
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◼ 「現地支援型ふるさと納税」のオペレーションフロー図

提案コンセプト 「現地支援型ふるさと納税」詳細スキーム

ふるさと納税サイト
（ふるさとチョイス・楽天ふるさと納税等）

①申込
・掲載管理
・最適化

寄附者

プロモーション管理

②データ取込

⑧配送

④帳票送付
（受領証/ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ申請書）

・問い合わせ管理

連携

商品開発

事業者管理
（在庫確認・要望把握）

商品提供

地域事業者

③データ連携

⑤出荷指示

⑦出荷

その他の地域団体

連携

⑥集荷依頼

現地支援団体
（商工会・物産振興公社・観光協会・DMO等）



Copyright © 2021 INSIGHT All Rights Reserved.05

◼ ふるさと納税業務運用実績（令和2年以降）

運用実績 受託案件一覧
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支援企業について 出荷手配／商品開発支援パートナー

➢ リンベル株式会社

【会社設立】 1987年 7月 3日

【資本金】 約3億5,000万円

【所在地】

本社 東京都中央区日本橋3-13-6

東日本支店 山形市流通センター1-7-5

【社員数】 473名

【事業概要】

（1）カタログギフトの企画・制作・販売

（2）一般ギフト商品の開発・販売

（3）通信販売事業

（4）セールスプロモーションの企画

（5）酒類の小売および卸売り

（6）旅行業法に基づく旅行業 等
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支援企業について

➢ 株式会社インサイト ➢ 部門概要

【会社設立】 昭和50年6月17日

【資本金】 1億3,925万円

【所在地】

・本社 北海道札幌市

・東京支社 東京都大田区

・東北支社 青森県青森市、岩手県山田町、福島県玉川村

※山田プライド株式会社（直接出資で設立した地域商社）

※たまかわ未来ファクトリー株式会社（直接出資で設立した地域商社）

【上場市場】 札幌証券取引所

【社員数】 53名

【ＷＥＢ】

インサイトHP たまかわ未来ＨＰ

➢ 事業領域

【部門名】 グローバルビジネス部

【セクション】観光ビジネス・地域商社ビジネス

【事業概要】 行政向け観光・物産コンサルティング

地域運用型ふるさと納税業務委託

地域商社運営（東北エリアで２社経営）

【主な取引先】 北海道庁、北海道観光振興機構

北海道・東北エリアの基礎自治体

【部門規模】 約20名（パート5名）

部門概要と提供サービスについて


